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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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２

３

４

５

６

７

８

９

医学生修学資金等貸与事業
将来、知事が指定する県内の公立・公的医療機関等で勤務等しよ
うとする医学生等に修学資金等を貸与

2.00 328,800 317,384 317,384

医師研究資金貸与事業

産科医等確保事業

合計 9.80 661,935 697,896 682,167

4,104

医師確保に関する取組の総合的な実施により、医師を地域中核病
院へ集約し、その人材を活用して地域の医師不足病院を支援する
ネットワークを構築

1.00 71,341 103,389 93,859

医師が働きやすい環境の整備や結婚・出産等のライフステージに
応じた女性医師の就労支援を行う病院に対し補助

0.80 4,084 4,124医師の勤務環境支援事業

地域医療人材ネットワーク構築支援事業

15,000

産科医等に対する手当の支給に対し補助等を実施 0.70 70,079 68,495 68,495

・不足が著しい診療科の医師を確保するため、県外から転任する
即戦力となる医師に研究資金を貸与
・全国的に数が少ないがん治療等の医師を養成・確保するため、
専門医に研究資金を貸与

0.10 15,000 15,000

ドクターバンク事業

医師確保総合支援センター運営事業

134,253

県内で研修する医師を確保するため、県内外の臨床研修指定病
院等の合同説明会への参加、研修医等の交流会を開催

0.50 4,234 8,084 5,730

県内で地域医療を支える医師を育成するため自治医科大学の運
営費を負担

0.70 134,253 134,253自治医科大学関連事業

研修医支援事業

9,856

地域医療を担う医師等のキャリア形成を支援し、医師が不足する
医療機関等に配置等を行う信州医師確保総合支援ｾﾝﾀｰを運営

2.00 27,384 37,377 33,486

県内での就業を希望する医師に対して県内医療機関を紹介する
等の就業支援を実施

2.00 6,760 9,790

31年度

（人） （当初） （要求） （予算案）
No 31年度　実施内容（予定）

職員数 30年度
細事業名

予算要求からの主な変更点

・ ドクターバンク事業：広報経費の見直しによる増額、移住関連経費の見直しによる減額
・ 医師確保総合支援センター運営事業：行政嘱託職員の人件費の減額
・ 研修医支援事業：事業内容の見直しによる減額
・ 地域医療人材ネットワーク構築支援事業：対象経費の見直しによる補助金の減額

761,567

成果指標
設定理由

医療機関で県民に医療を提供する医師の人口当たり数値を成果指標に設定（長野県総合５か年計画目標値）

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 ・ 意 見 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 71,298 79,400 79,400 79,400

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 29年度 30年度 31要求 31予算案 指標及びその達成状況

697,896 682,167

 決　　算　　額（B） 579,753

概　算
人　件

費

 職員数（人） 8.8 9.8

 概算事業費（B（A）+C） 651,051 741,335 777,296

9.8 9.8

　その他 134,761 131,016 189,709 177,132

12,978

　県　債 0 0 0 0

① 人口10万人当たり医師数
226人

（H28末）

233人
（H30末見

込）

236人
（H31末見

込）

Aの
財源

　一般財源 500,846 518,169 495,209 492,057

　国庫支出金 14,003 12,750 12,978

予
算
額 補正予算 0 0

合計（A) 649,610 661,935

当初予算 649,610 661,935 697,896 682,167 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 29年度末

30年度末
（見込）

31年度前年度繰越

S47 E-mail

目指す姿

即戦力医師の確保を図るとともに、医師の育成支援を進める。
成果目標：人口10万人当たり医療施設従事医師数　226.2人（H28) ⇒　239.8人（H32)

（主な実施内容： 他県で活躍する医師への働きかけ、医学生等への資金の貸与、研修医向け説明会への参加　など　）

4-3 医療・介護提供体制の充実

5-4 若者のライフデザインの希望実現

3-1 信州と関わりを持つ「つながり人口」の拡大

事業番号 05 03 01 事業改善シート （31年度実施事業分） □当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

○平成28年末現在の本県の医療施設従事医師数は、人口10万人当たり226人となっており、全国平均
の240人を14人下回っている。
○身近な地域で安心して医療を受けることができるようにするためには、医療機関に勤務する医師の絶
対数の確保とともに、地域・診療科間における偏在解消が必要となっている。

31年度
予算額

682,167 千円

職員数 9.80 人

doctor@pref.nagano.lg.jp
総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 医師確保対策事業
部局 健康福祉部 課・室 医療推進課医師確保対策室

実施期間

監査

決算特別委員会

県民協働による事業改善

mailto:doctor@pref.nagano.lg.jp
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　■当初予算案　□補正予算案　□点検

05 03 01

29年度 30年度

ドクターバンク事業 求人・求職登録事業
直
接

医師確保コーディネーター人件費、医師・医療機関との打合
せに係る旅費、役務費等

　 4,531 4,544 5,559 4,724

ドクターバンク事業 広報の実施
直
接

・インターネット、医学雑誌等による広報
・チラシの作成および長野県にゆかりのある医師への手紙の
送付
・県外在住医師向け広報映像の制作

　 2,117 2,216 4,231 5,132

医師確保総合支援センター運営事業
貸与者のキャリア形成や配置調整事
務

直
接

・関係医療機関等との連絡調整、配置調整会議の開催、
キャリア形成教材整備等
・新たな専門員の配置

　 1,348 1,348 5,243 1,352

医師確保総合支援センター運営事業 信州大学への委託事業
委
託

医学生・研修医・医師のキャリア形成支援、配置に関する調
整、地域医療を担う人材の開拓・育成等

　 25,620 25,620 31,303 31,303

医師確保総合支援センター運営事業 協議会の開催
直
接

・医師確保対策及び信州医師確保総合支援センターの業務
内容等について協議
・法改正を受けての協議会機能の強化

　 416 416 831 831

自治医科大学関連事業 自治医科大学運営費負担金
直
接

基本額127,000千円＋1,400千円×4名
（平成24,25,27,28年度3名合格のため加算）

　 132,600 134,000 134,000 134,000

自治医科大学関連事業 自治医科大学支援アドバイザー経費
直
接

報酬、旅費 　 253 253 253 253

研修医支援事業
臨床研修指定病院合同説明会等事
業

負
担
金

県外で実施される説明会への参加、県内における説明会、
事務担当者研修会の実施

　 17,263 0 0 0

研修医支援事業
医学生・研修医・医師のネットワーク
構築支援事業

委
託

医学生・研修医・医師の同士のつながりを強めるための交流
会の開催

　 1,996 0 0 0

研修医支援事業 後期研修医確保・養成支援事業
補
助
金

後期研修医が多く在籍する中核的な病院に対し補助 　 23,750 0 0 0

研修医支援事業 専門医認定支援事業
直
接

専門医の養成数を調整する協議会の開催 　 1,311 1,311 1,311 1,311

研修医支援事業 専門医認定支援事業
補
助
金

医師不足地域の研修病院への指導医の派遣などに要する
経費の補助

　 1,885 712 712 712

研修医支援事業 総合医養成支援事業
直
接

・指導医研修会等の開催、セミナーの開催
・総合医養成のブランド化、医師のキャリアシフト支援事業の
実施

　 3,197 2,211 6,061 3,707

医師研究資金貸与事業 医師研究環境整備資金貸与事業
直
接

分娩を扱う産科、外科、麻酔科、放射線科、脳神経外科等
の医師に対し、資金を貸与

　 12,000 12,000 12,000 12,000

医師研究資金貸与事業 がん等専門医養成支援事業
直
接

がん薬物療法専門医、放射線治療専門医、病理専門医、血
液専門医の取得を行う医師に対し、資金を貸与

　 3,000 3,000 3,000 3,000

4

4

4

5

5

31年度

31年度　実施内容（実績）

医師確保対策事業

当初
(千円)

当初
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

健康福祉部 医療推進課医師確保対策室課・室

要求
(千円)

事業番号
事　業　名

細事業名 項目 31年度　実施内容（予定）

1

2

2

実
施
方
法

31年度
実施
状況

部局

3

4

4

1

細事業
No

4

2

3
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29年度 30年度 31年度

31年度　実施内容（実績）

医師確保対策事業

当初
(千円)

当初
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

健康福祉部 医療推進課医師確保対策室課・室

要求
(千円)

事業番号
事　業　名

細事業名 項目 31年度　実施内容（予定）

実
施
方
法

31年度
実施
状況

部局

細事業
No

産科医等確保事業 産科医等確保支援事業
補
助
金

分娩を取り扱う産科医等に対する手当の支給を支援 　 48,830 44,667 44,561 44,561

産科医等確保事業 産科医療機関確保事業
補
助
金

分娩を取扱う医療機関が限られている地域の医療機関へ産
科医療従事者の人件費等を補助

　 22,810 22,810 22,810 22,810

産科医等確保事業
地域の産科医療を担う産科医の確保
事業

補
助
金

産科医不足の医療圏を抱える県内医療機関に対して、県内
若しくは都道府県を超えた産科医の派遣に必要な費用を補
助

　 2,000 668 1,124 1,124

産科医等確保事業 信州医療情報発信等事業
委
託

県内への医師の移住促進のため、県外医師に県内の医療
情報や生活情報の発信等を実施

　 1,934 1,934 0 0

医学生修学資金等貸与事業 医学生修学資金貸付金
直
接

将来県内の医療機関の医師として勤務しようとする医学生に
対し、修学資金を貸与
・貸与月額20万円
・貸与期間の1.5倍、知事が指定する県内の公立・公的医療
機関等に勤務した場合に返還免除

　 290,400 259,200 261,600 261,600

医学生修学資金等貸与事業 臨床研修医研修資金貸付金
直
接

産科、小児科、外科を目指す臨床研修医に対して研修資金
を貸与
・貸与月額20万円
・貸与期間の2倍、知事が指定する県内の公立・公的医療機
関等に勤務した場合に返還免除

　 24,000 40,800 21,600 21,600

医学生修学資金等貸与事業 専門研修医研修資金貸付金
直
接

産科を目指す専門研修医に対して研修資金を貸与
・貸与月額20万円
・貸与期間の2倍、知事が指定する県内の公立・公的医療機
関等に勤務した場合に返還免除

　 24,000 28,800 33,600 33,600

医学生修学資金等貸与事業 貸与・配置システム改修事業
委
託

長野県医学生修学資金等貸与者の債権・配置管理等を行う
貸与・配置システムの改修

　 0 0 584 584

医師の勤務環境支援事業
医療従事者が働きやすい環境整備
推進事業補助金

補
助
金

医師の勤務負担軽減のための環境改善に取り組む病院等
へ必要な経費の補助

　 2,000 2,000 2,000 2,000

医師の勤務環境支援事業 女性医師総合支援事業
直
接

求人女性医師に対し、県内医療機関への就業斡旋、女性医
師のキャリア形成を支援するセミナーの開催等

　 1,053 788 804 784

医師の勤務環境支援事業 女性医師総合支援事業
委
託

復職支援研修を実施する病院への委託 　 1,296 1,296 1,320 1,320

地域医療人材ネットワーク構築支援
事業

地域医療人材拠点病院支援事業
補
助
金

医師を地域中核病院へ集約し、その人材を活用して地域の
医師不足病院を支援するネットワークを構築

　 0 52,801 84,805 75,275

地域医療人材ネットワーク構築支援
事業

臨床研修指定病院合同説明会等事
業

負
担
金

県外で実施される説明会への参加、県内における説明会、
事務担当者研修会の実施

　 0 17,088 17,132 17,132

地域医療人材ネットワーク構築支援
事業

医学生・研修医・医師のネットワーク
構築支援事業

委
託

医学生・研修医・医師の同士のつながりを強めるための交流
会の開催

　 0 1,452 1,452 1,452

649,610 661,935 697,896 682,167 0 0
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